



　企業会計基準委員会は 2012 年 5 月に退職給付会計基準を改訂した。改訂基準では、
IASBとの東京合意に基づくプロジェクトの一環として未認識項目の処理方法について改訂
が行われているが、IAS第 19 号との差異はまだ残されている。本論文は、将来における日






　国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee：IASC）およびそ











れている（呉他 2013；Armstrong et al. 2010；Horton and Serafeim 2010；Paananen and 






ついては、無形資産あるいは研究開発費を取り上げた実証研究が多い（Chalmers et al. 
2008；Ciftci 2010；岡田 2011；加藤 2002（1））。一方、加賀谷（2009）は、Francis et 
al.（2004）の利益属性をもとに、退職給付債務における未認識項目の会計処理について、















したがって、現行の日本基準に代わり IAS第 19 号が適用された場合に、日本企業の業績情
報にどのような影響を及ぼすかについて検討する意義は十分にあると考えられる。





Standards Board of Japan：ASBJ）によって定められた退職給付会計基準に準拠して報告
























変遷を概観するとともに、本稿で検討対象となる現行の日本基準、IAS第 19 号および IAS
第 19 号に関するディスカッション・ペーパーの 3つの基準について確認する。また、日本
基準に準拠して得られる利益をベースにして、IAS第 19 号およびディスカッション・ペー
パーに準拠して得られる利益の計算方法を説明する。
2.1　IAS 第 19 号の概要
　IASBは IAS第 19 号『従業員給付』の改訂プロジェクトにおいて、2008 年 3 月に『IAS
第 19 号の改訂に係る予備的見解』というディスカッション・ペーパー（Discussion 
Paper：DP）を公表した。DPに対するコメントを踏まえ、2010 年 4 月には公開草案『確
定給付制度─ IAS第 19 号の修正提案』（Exposure Draft：ED）を公表した。その後、2011
年 6 月に公開草案は基準化され、2013 年 1 月 1 日以降の開始事業年度から遡及適用されて











算された利息純額が当期純利益に計上される。以上のように、改訂 IAS第 19 号では数理計
算上の差異および過去勤務費用の遅延認識を廃止することとなる。
2.2　日本基準の概要
　2010 年 3 月、ASBJ は、「退職給付に関する会計基準（案）」および「退職給付に関する
会計基準の適用指針（案）」を公表した。2012年5月に基準化された企業会計基準第26号「退
職給付に関する会計基準」および企業会計基準適用指針第 25 号「退職給付に関する会計基





































    ＝経常利益（2）＋未認識会計基準変更時差異の当期償却費用
IEarit： i社の t期における IAS第 19 号ベースの利益
    ＝ JEarit＋未認識過去勤務費用の当期償却費用＋未認識数理計算上の差異の当期
償却費用－（期待運用収益－利息費用）－利息純額－未認識過去勤務費用の変動
額－未認過去勤務費用の当期償却費用
    ＝ JEarit＋未認識数理計算上の差異の当期償却費用－（期待運用収益－利息費用）
－利息純額－未認識過去勤務費用の変動額（3）
    利息純額＝退職給付債務純額割引率
    退職給付債務純額＝ 未認識過去勤務費用および数理計算上の差異＋退職給付債務
－年金資産
DEarit： i社の t期におけるDPベースの利益




























勤務費用 P/L P/L P/L
利息費用 P/L ─ ─
利息純額（確定給付負債（資産）の純額＊割引率） ─ P/L P/L
期待運用収益（注 1） P/L ─ ─
再測定
の純額
①　数理計算上の差異 ─ OCI P/L







年金資産の公正価値の変動によるもの 遅延 ─ ─
割引率の変更によるもの 遅延 ─ ─
その他（注 2） 遅延 ─ ─
過去勤務費用 遅延 P/L P/L





























































TAcci,t＝ i社の t期における総アクルーアルズ＝ Earn-CFO





利益水準に結びついているかを測定している（Penman and Zhang 2002）。ここで、下記（2）
式に基づき、期末の発行済株式総数でデフレートした Earnを自己回帰（AR1）分析して係
数 ∅1,iと定義している。Pers  ∅1,i。∅1,i値は 0から 1まで存在する。∅1,i値は 1（0）に近づ
ければ、持続性が高い（低い）ことを意味している。
───────────















（2）Earni,t  ∅0,i  ∅1,iEarni,t1  vi,t



























（4）RETi,t  ∅0,i  ∅1,i Earni,t  ∅2,iEarni,t  vi,t
　RETは月次株価リターンの平均値、Earnは利益、Earnは利益数値の変動額である。
EarnおよびEarnは前期末株式時価総額でデフレートしている。
　本稿では、以下のモデルを用いて、日本基準は IAS第 19 号およびDPとの差異は追加的
価値関連性を検証する。
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RETi,t  ∅0,i  ∅1,i JEari,t  ∅2,iJEari,t  vi,t
RETi,t  ∅0,i  ∅1,i JEari,t  ∅2,iJEari,t  ∅3,i IJEari,t  vi,t
RETi,t  ∅0,i + ∅1,i JEari,t  ∅2,iJEari,t  ∅3,i DJEari,t  vi,t













条件以外に⑤の条件を満たした 883 社、11,479 企業年をサンプルとして採用した。
① 2000 年 3 月期から 2013 年 3 月期にかけて日本基準に基づく連結財務諸表を報告して
いる（6）。
② 2000 年 3 月期から 2013 年 3 月期にかけて連続して純利益のデータを入手できる。
③ 2001 年 3 月期から 2013 年 3 月期にかけて連続して未認識債務がある企業のデータを
入手できる。
④ 2001 年 3 月期から 2013 年 3 月期にかけて連続して退職給付に関する会計データを入
手できる。









利益指標 観測値 平均 標準偏差 最小値 最大値 中央値
日本基準 16,614 11,034 37,265 400,405 867,709 2322.00
IAS 第 19 号 16,614 11,394 37,797 411,351 847,280 2432.71
DP 16,614 10,648 38,194 414,406 868,507 2145.24
表 4　各基準ベース利益の測定属性の記述統計表




日本基準 2.504 20.2876 0.000 1295 0.6338
IAS19 2.6263 35.5150 0.000 3263.918 0.6032
DP 28.486 2075.17 0.000 204124 0.6559
持続性
日本基準 0.2776 0.4102 0.9702 11.4591 0.2788
IAS19 0.2680 0.2824 0.7777 1.6067 0.2870
DP 0.2360 0.2676 0.7468 1.5863 0.2482
予測
可能性
日本基準 471.98 11307.07 0.4639 399870 13.178
IAS19 374.11 9177.87 0.4344 324662 11.416
DP 379.53 9182.37 0.4344 324951 13.355
平準化
の程度
日本基準 0.8703 0.4558 0.0909 2.8980 0.8021
IAS19 0.8774 0.4539 0.0922 2.8003 0.8120
DP 1.0181 0.5743 0.1178 7.1915 0.9182
表 2　データサンプル
産業名称 会社数 産業率％ 産業名称 会社 産業％ 産業名称 会社 産業％
食品 57 5.21 電気機器 133 11.21 不動産 10 0.79
繊維 27 2.49 造船 6 0.45 鉄道・バス 30 2.15
パルプ・紙 16 1.02 自動車 58 5.1 陸運 25 1.7
化学 119 10.31 輸送用機器 9 0.79 海運 6 0.57
医薬品 28 2.49 精密機器 24 2.38 空運 2 0.23
石油 3 0.34 その他製造 47 3.74 倉庫 30 1.93
ゴム 10 1.13 水産 3 0.34 通信 9 0.57
窯業 31 2.15 鉱業 2 0.11 電力 11 1.13
鉄鋼 39 3.51 建設 107 9.06 ガス 7 0.79
非鉄金属製品 63 5.32 商社 112 7.25 サービス 92 3.96




　企業ごとに 3つの利益ベースについて算出した 4つの利益属性に対して Student’s t 検定
（以下 t検定と略称）およびWilcoxonの符号順位和検定（以下Wilcoxon検定と略称）を行い、
3つの利益でどれほど異なるかについて検証を進めることにした。その結果を示したものが
表 5である。そして、表 5の数値に有意水準を加味してより明白にしたものが表 6である。
　表 6で示しているとおり、t検定でははっきりとした結論には至らない一方、Wilcoxon 検
定では 3つの基準の間に一定の結論が得られた。まず、アクルーアルズの質および持続性を
利益の質の属性として考える場合、Wilcoxon 検定の結果からは利益の質が IAS 第 19 号、
日本基準、DPという順番で低下していることがわかる。つまり、アクルーアルズの質およ
び持続性に注目すれば、IAS 第 19 号ベースの利益は一番質が高く、DPベースの利益は一
番質が低いことを示している。なお、t 検定では持続性について、日本基準と IAS第 19 号
との間に有意な結果が出ないものの、日本基準と IAS第 19 号ベースの利益は共にDPベー
表 5　利益の 4つの属性に対する基準間の t 検定およびWilcoxon 検定
属性
t検定（t 値） Wilcoxon 検定（z値）
日本－IAS19 日本－DP IAS19－DP 日本－IAS19 日本－DP IAS19－DP
アクルーア
ルズの質
0.1199 25.9835 25.8598 0.0306*** 0.0221*** 0.0527***
（0.4014） （1.6139） （1.6063） （27.321） （8.039） （18.813）
持続性
0.0097 0.0417*** 0.03201*** 0.0082** 0.0306*** 0.0388***
（1.034） （4.032） （6.152） （3.194） （4.553） （7.120）
予測可能性
97.8742 92.4519 5.4223 1.7619*** 0.1770 1.9389***
（1.515） （1.4584） （0.8748） （9.981） （1.139） （8.813）
平準化の
程度
0.0071*** 0.1478*** 0.1407*** 0.0099 0.1161*** 0.1062***






t検定（t 値） Wilcoxon 検定（z値）
結論
日本－IAS19 日本－DP IAS19－DP 日本－IAS19 日本－DP IAS19－DP
アクルーア
ルズの質
─ ─ ─ 日本 < IAS19 日本 > DP IAS19 > DP IAS19 > 日本 > DP
持続性 ─ 日本 > DP IAS19 > DP 日本 < IAS19 日本 > DP IAS19 > DP IAS19 > 日本 > DP
予測可能性 ─ ─ ─ 日本 < IAS19 ─ IAS19 > DP IAS19 > 日本、DP
平準化の程
度









　最後に、平準化の程度については、t 検定では日本基準ベースの利益、IAS 第 19 号ベー
スの利益、DPベースの利益という順番で平準化の程度が低下している。他方、Wilcoxon 検
定では、日本ベースの利益と IAS第 19 号ベースの利益の間に有意な結果が出ないものの、
日本基準ベースの利益は IAS第 19 号ベースの利益とともにDPベースの利益より平準化の
程度が高いことが示されている。
　結論としては、以上の 4つの会計ベースの測定属性のうち、平準化の程度を除くアクルー











および DP ベースの利益それぞれと日本基準ベースの利益との差 IJEar、DJEarを順次
Model 1 に投入することによって、0.358 から 0.359 の調整済み決定係数が得られる。
Model 1（0.358）、Model 2（0.359）、Model 3（0.358）の結果で、Model 2 は Model 1 より
増加する一方、Model 3 は Model 1 と変わりがないことが示されている。さらに、Model 2
の変数 IJEarの回帰係数は有意な結果が得られるのに対して、Model 3 においては、変数
DJEarn（0.00219）の回帰係数は有意な結果が得られなかった。結論については、IJEarnは
株価リターンを説明する上で追加的価値関連性を有しているといえる。つまり、日本基準
ベースの利益および IAS第 19 号ベースの利益の差異が市場でプライシングされている。
　さらに、Model 1 の日本基準ベース利益（JEar）が、IAS第 19 号ベースの利益（IEar）と、
日本基準と IAS第 19 号との差（IJEar）に分解すれば、Model 4 になる。
（Model 4）RETi,t  ∅0,i  ∅1,i IEari,t  ∅3,i IJEari,t  ∅2,i IEari,t  ∅4,i IJEari,t  vi,t
IFRS の適用が利益の質に与える影響
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　表 9で示されているように、日本基準ベースの利益を IAS第 19 号ベースの利益と両者の
差異に分解し、さらに回帰分析すると、両者の差異（IJEar）について有意な結果が得られた。




JEar JEar IJEar DJEar
JEar 1.0000 0.5142* 0.0040 0.0852*
JEar 0.3732* 1.0000 0.0103 0.1164*
IJEar 0.0257* 0.0260* 1.0000 0.3150*




Model 4 RETi,t  ∅0,i  ∅1,i IEari,t  ∅2,i IJEari,t  ∅3,i IEari,t  ∅4,i IJEari,t  ∅5,i DYeari,t  ∅6,i DIndi,t  vi,t
IEar IJEar ΔIEar ΔIJEar constant Adj-R2
Model 4 0.0045 0.0293* 0.0061** 0.0047 0.0092*** 0.364




Model 1 RETi,t  ∅0,i  ∅1,i JEari,t  ∅2,iJEari,t  ∅3,i DYeari,t  ∅4,i DIndi,t  vi,t
Model 2 RETi,t  ∅0,i  ∅1,i JEari,t  ∅2,iJEari,t  ∅3,i IJEari,t  ∅4,i DYeari,t  ∅5,i DIndi,t  vi,t
Model 3 RETi,t  ∅0,i  ∅1,i JEari,t  ∅2,iJEari,t  ∅3,i DJEari,t  ∅4,i DYeari,t  ∅5,i DIndi,t  vi,t
JEar JEar IJEar DJEar constant Adj-R2
Model 1 0.0052* 0.0043* 0.0115*** 0.358
（2.238） （2.260） （6.755）
Model 2 0.0052* 0.0042* 0.0384*** 0.0113*** 0.359
（2.256） （2.219） （4.123） （6.662）
Model 3 0.0050* 0.0043* 0.0021 0.0113*** 0.358
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